
1 総括

（1）　人件費の状況（普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)23年度

（平成24年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ の人件費率　

人 千円 千円 千円 ％

41,898 29,208,998 257,303 4,568,409 15.6 15.8

（2）　職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分 職員数 一人当たり給与

Ａ 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 Ｂ 費　　　Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

498 1,859,508 357,503 675,992 2,893,003 5,809 ─

(注)　１　「職員手当」には、退職手当を含めない。

　　　２　「職員数」は、平成24年4月1日現在の人数である。

（3）　特記事項

・市長、副市長、教育長の給料をそれぞれ10％、7％、5％減額支給しています。

（4）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日）

雲南市の給与・定員管理等について

・平成25年1月1日から職員基本給を1.0～1.5％減額支給しています。

(参考）類似団体平
均一人当たり給与費

給　　　　　　与　　　　　　費

24年度

24年度

区　分

(注)１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を
　　　示す指数である。
　　２　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合
　　　の値である。
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２ 一般行政職の給料表（平成２５年４月１日現在） （単位：円）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

１号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

最高号給の
給料月額

243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600 456,200

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

①　一般行政職

平均年齢 平均給与月額

42.0歳 391,082 円

44.3歳 410,701 円

43.1歳 －

－ －

（2）　職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

雲　南　市 島　根　県

初任給 初任給

大学卒 172,200 円 171,890 円

高校卒 140,100 円 139,847 円

（3）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

経験年数
１０年

経験年数
１５年

経験年数
２０年

大学卒 ※251,024 円 289,427 円 ※346,418 円

高校卒 ※222,230 円 256,370 円 306,526 円

区　　　　　分

一般行政職

区　　　　　　分

一般行政職

国

初任給

163,987（172,200）円

133,418（140,100）円

(注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

島根県

類似団体

国

平均給料月額

324,921 円

339,401 円

307,220（332,446）円

(注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされて
　　　　　いるものである。
　　　　　また、「平均給与月額」(国ベース)」は、公表されている国家公務員の平均給与月額には時間外勤務
　　　　　手当、特殊勤務手当等の手当が含まれないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し
　　　　　たものである。

(注）　※は、当該階層の職員数が３人以下のため、近似階層の職員を含めた平均給料月額である。

－

平均給与月額
（国ベース）

351,389 円

366,192 円

376,257（405,463）円

－

職種

雲南市



４ 一般行政職の級別職員数等の状況
（1）　一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

区　　分 職員数 構成比
人 ％

13 3.4

人 ％
19 5.0

人 ％
102 27.0

人 ％
114 30.2

人 ％
48 12.7

人 ％
62 16.4

人 ％
20 5.3

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

新たな人事評価制度を構築中であり、制度確立後昇給への反映を検討する予定。

尚、昇給はその職員の職務を監督する地位のある者の証明を得て行っている。

標準的な職務内容

５級

６級
次長、課長、専門官、室長若しくは主査
の職務又はこれらに相当する職務

部長又はこれらに相当する職務

２級２級

（注）  「職員数」は、雲南市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

１級

３級

７級

主事若しくは技師の職務又はこれらに相
当する職務

主任主事若しくは主任技師の職務又はこ
れらに相当する職務

副主幹若しくは副主幹技師の職務又はこ
れらに相当する職務

主幹若しくは主幹技師の職務又はこれに
相当する職務

統括主幹若しくは統括技師の職務又はこ
れに相当する職務

４級

1級 3.4% 1級 3.4% 1級 3.3%
2級 5.0% 2級 4.2% 2級 7.9%

3級

27.0% 
3級

26.6% 

3級

35.4%

4級

30.2% 
4級

29.0% 

4級

17.7%

5級

12.7%
5級

16.2%
5級

12.8%

6級

16.4%

6級

15.4%
6級

18.5%

7級 5.3% 7級 5.2% 7級 4.4%
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５　職員の手当の状況
（1）　期末手当・勤勉手当

1,410 千円 1,459 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

　2.55　月分
（1.35）月分

　1.35　月分
（0.70）月分

　2.40　月分
（1.25）月分

　1.30　月分
（0.70）月分

　2.60　月分
（1.45）月分

　1.35　月分
（0.65）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の級等による加算措置

役職加算 5～15　％ 役職加算　 5～20％ 役職加算　 5～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 10～25％

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

新たな人事評価制度を構築中であり制度確立後、勤務成績が優秀な職員以上の取扱いについて反映を検討する予定。

尚、勤務成績が良好でない職員については勤務成績に応じて反映している。（反映者実績平成24年度28人）

（2）　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.03月分 28.7875月分 勤続２０年 23.03月分 28.7875月分

勤続２５年 32.83月分 38.955月分 勤続２５年 32.83月分 38.955月分

勤続３５年 46.55月分 55.86月分 勤続３５年 46.55月分 55.86月分

最高限度額 55.86月分 55.86月分 最高限度額 55.86月分 55.86月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　24,033千円

     2,111千円      26,612千円

（3）　地域手当（平成２５年４月１日現在）

657千円

支給率
国の制度

（支給率）

東京都（特別区） 1人 18% 18%

大阪市 0人 15% 15%

広島市 0人 10% 10%

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

国雲　　　南　　　市

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

国

(注)　１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額である。

―

支給対象職員数支給対象地域・職種

支給実績（平成２４年度）

　定年前早期退職特例措置（2～20％加算）　退職前の職責等に応じた調整額を加算

雲　　　南　　　市

１人当たり平均支給額
（平成２４年度）

県

１人当たり平均支給額
（平成２４年度）

職制上の段階、職務の級等
による加算措置



（4）　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

特記事項　平成20年4月1日から上記全ての特殊勤務手当は支給を停止しています。

（5）　休日時間外勤務手当

（6）　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

手　当　名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人
当たり平均支

給年額
配偶者 13,000 円 円
配偶者以外の
扶養親族1人
につき

6,500 円

1人(配偶者なし) 11,000 円

年度末)の子の加算 5,000 円

円

交通機関利用者 円
　最高支給限度額 55,000円

交通用具(自動車等)使用者

　2km～24km以上

　　　　4,000～26,500円

円

4,386,000

支給額 円

　部長級　　66,400円

　次長級　　49,900円

　課長級　　41,600円

　主査級　　33,200円

円

33,109

行路死病人業務従事職員

月額2,000円

月額3,000円

月額3,000円
生活保護法による保護業務

に従事した場合

死体処理従事手当

放射線を取扱う作業に従事
した場合

水道の検査又は滞納処分そ
の他水道業務に従事した場

企業手当

福祉事務所職員福祉業務手当

2,285

千円

内容及び支給単価

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場
　合：家賃－12,000円
②家賃23,000円を超える
　場合：11,000円＋1/2×
　(家賃－23,000円)
　支給限度額27,000円

千円

特定期間(満16歳年度初めから満22歳

千円

千円

管理職員特別
勤務手当

臨時又は緊急の必要その他
公務の運営の必要により週
休日又は休日に勤務した管
理職員に支給
　支給額（勤務1回につ
き）12,000円以内(実働時
間が6時間を超える場合
18,000円以内)

交通用具の区
分及び距離が
異なる。

初任給
調整手当

管理職手当

同じ －

千円

住居手当 同じ －
26,294

8,772

通勤手当

扶養手当

医師、歯科医師等採用が困
難な職種に支給

支給実績
(24年度)

手当の名称

税務手当

266千円職員１人当たり平均支給年額

311千円

140,229千円

感染症防疫に従事した場合

市税等の滞納整理業務に専
従、従事した場合

主な支給対象業務

２４年度

２３年度

放射線取扱手当
雲南市国民健康保険直営診

療所に勤務する職員

水道局職員

感染症防疫従事職員防疫等作業手当

主な支給対象職員

行路死亡者等の死体処理に
従事した場合

－

主な支給対象業務

支　　　給　　　実　　　績

職員１人当たり平均支給年額

支　　　給　　　実　　　績

左記職員に対する支給単価
専従職員 月額3,000円
専従職員以外 150円/１日

作業１回につき2,000円

収納管理課職員

勤務1回につき2,000円

同じ －
63,940 231,665

161,774千円

285,801

異なる
68,222 153,307

59,662 579,247

同じ

千円



６　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

（注）　（　）書きは、特例条例による減額前の額である。

７　職員数の状況
（1）　部門別職員数の状況及び増減理由

（各年４月１日現在）

区　分

部　門 平成２５年 平成２４年

人 人 人

議　　会 6 6 0

総　　務 134 136 -2

税　　務 26 27 -1

民　　生 83 89 -6

衛　　生 53 50 3

労　　働 6 6 0

農林水産 53 50 3

商　　工 6 6 0

土　　木 50 49 1

小　　計 417 419 -2

教　　育 70 80 -10

警　　察 0

小　　計 70 80 -10

病　　院 247 240 7

水　　道 16 16 0

下 水 道 7 6 1

そ の 他 12 13 -1

小　　計 282 275 7

769 774 -5

(909) (909)  

（注）　１　職員数は、一般職に属する職員数である。

　　　　２　（　　）内は、条例定数の合計である。

区　　　　　分

給　　料

報　　酬

給　料　月　額　等

（890,000円）

670,530円 （721,000円）

801,000円

354,000円

1年につき給料月額×500/100　（在任期間ごと）

1年につき給料月額×300/100　（在任期間ごと）

328,000円

3.0月分

　　（算定方式・支給時期）

413,000円

期末手当

退職手当

参考：人口１万人あたりの職員数　　184人合　　　計

一般行政部門

特別行政部門

公営企業等会
計部門

　

職　　員　　数
対前年増減数 主　な　増　減　理　由



（2）　年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数           

2 20 36 55 110 136 114 81 87 92 33 3 769

（3）　職員数の推移

428 420 422 422 419 417

110 102 90 84 80 70

538 522 512 508 499 487

48 46 46 278 275 282

586 568 558 786 774 769

22年 23年 24年 25年
過去５年間の
増減数（率）

一般行政 -11（-2.6％）

　　　　　　 年度
部門別

20年 21年

総合計 183（131.2％）

教育

普通会計

公営企業等会計計

-40（-36.4％）

-51（-9.5％）

234（587.5％）
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1 公営企業職員の状況
（1）　病院事業

①　職員給与の状況

ア　決算

区　分 総費用 職員給与費
総費用に占める
職員給与費率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％

4,029,877 6,297 1,518,627 37.7 37.3

イ　予算

区　分 職員数 一人当たり給与

Ａ 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 Ｂ 費　　　Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

246 984,839 276,073 326,117 1,587,029 6,451 6,559

(注)　１　「職員手当」には、退職手当を含めない。

　　　２　「職員数」は、平成25年4月1日現在の人数である。

ウ　特記事項

②　職員の基本給、平均月収及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

医師 50.4 658,776 1,175,406

医療技術員 37.5 294,529 344,832
看護師・准看護師 40.2 315,247 375,257

事務員 42.1 332,550 389,395

技能労務員 44.5 329,945 359,383

③　職員の手当の状況

ア　期末勤勉手当

（平成24年度） 1,349 千円（平成24年度） 1,410 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

　2.55　月分 　1.35月分 　2.55　月分 　1.35月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の級等による加算措置 職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％ 役職加算 5～15　％

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.03月分 28.7875月分 勤続２０年 23.03月分 28.7875月分

勤続２５年 32.83月分 38.955月分 勤続２５年 32.83月分 38.955月分

勤続３５年 46.55月分 55.86月分 勤続３５年 46.55月分 55.86月分

最高限度額 55.86月分 55.86月分 最高限度額 55.86月分 55.86月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　 １人当たり平均支給額　

9,932千円 28,587千円 2,111千円 26,612千円

病院事業 雲　　　南　　　市

　退職前の職責等に応じた調整額を加算 　退職前の職責等に応じた調整額を加算

病院事業 雲　　　南　　　市

(参考）24年度平均一
人当たり給与費

１人当たり平均支給額

純損益又は
実質収支

(参考)22年度
の

人件費率

24年度

給　　　　　　与　　　　　　費

(注)　１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額である。

25年度

１人当たり平均支給額



ウ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

円

％

その勤務時間が
深夜の全部を含
む場合

6,500円

深夜における勤
務時間が一部で4
時間以上の場合

3,500円

深夜における勤
務時間が2時間以
上4時間未満の場
合

3,000円

小児科、産婦人科医師 月額50,000円

その他医師 月額30,000円

17：15～翌8：30 1,400円（2,600円）

8：30～翌8：30 2,800円（5,200円）

12：00～17：15 700円（1,300円）

12：00～翌8：30 1,150円（2,350円）

訪問看護
8：30～翌8：30

1,000円

月額2,000円

患者1人当り初回に限り5,000円

1分娩につき20,000円

管理者が別に定める

エ　休日時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

オ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

手　当　名
国の制度と

の異同
国の制度と
異なる内容

支給職員１
人当たり平
均支給年額
(24年度)

配偶者 13,000 円 同じ － 207,736円
配偶者以外の扶
養親族1人につき 6,500 円

1人(配偶者なし) 11,000 円

年度末)の子の加算 5,000 円

同じ － 234,713円

内容及び支給単価

特定期間(満16歳年度初めから満22歳

住居手当

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場合：
家賃－12,000円
②家賃23,000円を超える場
合：　　　　　　11,000円＋
1/2×(家賃－23,000円)
　支給限度額27,000円

職員１人当たり平均支給年額

支給実績
(24年度)

163

7,276千円

※支給単価の（　　）内の金額は年末年始における金額

２４年度
支　　　給　　　実　　　績 33,432

職員１人当たり平均支給年額 140

38,380

医師入院手当 医師
入院患者を受け持つ場合

分娩に従事した場合

医師派遣手当 医師 派遣診療等をした場合

２３年度
支　　　給　　　実　　　績

医師

夜間、休日等において、病院
の医療業務が、宿日直及び勤
務を命じられた看護師及び医
療技術者のみで対応できなく
なる場合に備えて、院長があ
らかじめ勤務時間外に待機す
ることを命じた場合

診療放射線技師、臨床検査
技師、助産師、看護師、准
看護師

放射線取扱手当 診療放射線技師 放射線を取り扱う作業に従事する場合

待機手当

医師呼出手当 医師
正規の勤務時間以外の時間
に出勤を要請された場合

出勤一回につき2,500円
（5,000円）

夜間看護手当
保健師、助産師、看護師、
准看護師

深夜（午後10時から翌日午
前5時）において行われる
看護等の業務に従事した場
合

支給実績（平成２４年度） 79,341

支給職員１人当たり平均支給年額(平成２４年度) 508,164

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成２３年度) 66.3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

診療手当 医師 診療に従事した場合
役職別に月額80,000円～
180,000円

扶養手当 20,566千円



交通機関利用者 異なる 122,949円
　最高支給限度額 55,000円
交通用具(自動車等)使用者
　2km～40km以上
　　　　3,000～32,600円

異なる 3,154,945円

678,481円
院長 20/100
統轄副院長及び
副院長

15/100

名誉院長、名誉
顧問、診療局
長、部長、ｾﾝﾀｰ
所長、次長及びｾ
ﾝﾀｰ副所長

10/100

課長、科長及び
師長

7/100

異なる
支給額が異な

る
0円

院長 12,000円
統轄副院長及
び副院長

8,000円

名誉院長、名誉
顧問、診療局
長、部長、ｾﾝﾀｰ
所長、次長、ｾﾝ
ﾀｰ副所長、課
長、科長及び師
長

4,000円

支給割合（給料月額に対し管理職手当

通勤手当

管理職員特別
勤務手当

臨時又は緊急の必要その他公
務の運営の必要により週休日
又は休日に勤務した管理職員
に支給

0千円

支給額（勤務1回につき）

(実働時間が6時間を超える
場合100分の150を乗じた
額)

初任給調整手
当

医師、歯科医師等採用が困難な職
種に支給
①．副院長、診療局長、部長、ｾﾝ
ﾀｰ所長、次長及びｾﾝﾀｰ副所長の職
員にある医師250,000円
②．①以外の者で免許取得4年目
以上の医師300,000円

支給対象区分
とその支給額
が異なる。

41,014千円

交通用具使用
者の通勤距離
区分が異な
る。

22,980千円

16,284千円



（2）　水道事業

①　職員給与の状況

ア　決算

区　分 総費用 職員給与費
総費用に占める
職員給与費率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％

732,524 △6,536 66,181 9.0 8.7

区　分 職員数 一人当たり給与

Ａ 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 Ｂ 費　　　Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

11 43,564 6,418 15,912 65,894 5,990 6,013

(注)　１　「職員手当」には、退職手当を含めない。

　　　２　「職員数」は、平成25年4月1日現在の人数である。

イ　特記事項

②　職員の基本給、平均月収及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

水道事業 43歳 336,033円 499,202円

③　職員の手当の状況

ア　期末勤勉手当

（平成24年度） 1,447 千円（平成24年度） 1,410 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当

　2.55　月分 　1.35月分 　2.55　月分 　1.35月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の級等による加算措置 職務の級等による加算措置

役職加算 5～15　％ 役職加算 5～15　％

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.03月分 28.7875月分 勤続２０年 23.03月分 28.7875月分

勤続２５年 32.83月分 38.955月分 勤続２５年 32.83月分 38.955月分

勤続３５年 46.55月分 55.86月分 勤続３５年 46.55月分 55.86月分

最高限度額 55.86月分 55.86月分 最高限度額 55.86月分 55.86月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　 １人当たり平均支給額　

―　 ― 2,111千円 26,612千円

ウ　地域手当（平成２５年４月１日現在）

千円

支給率 国の制度
（支給率）

東京都（特別区） 0人 18% 18%

大阪市 0人 15% 15%

広島市 0人 10% 10%

(注)　１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額である。

(参考）23年度平均一
人当たり給与費

24年度

・平成25年1月1日から職員基本給を1.0～1.5％減額支給しています。

水道事業 雲　　　南　　　市

　退職前の職責等に応じた調整額を加算

水道事業 雲　　　南　　　市

１人当たり平均支給額

　退職前の職責等に応じた調整額を加算

純損益又は
実質収支

(参考)23年度
の

人件費率

24年度

給　　　　　　与　　　　　　費

１人当たり平均支給額

支給実績（平成２４年度）

支給対象地域・職種 支給対象職員数



エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

円

％

特記事項　平成20年4月1日から上記全ての特殊勤務手当は支給を停止しています。

オ　休日時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

手　当　名
国の制度との

異同
国の制度と異

なる内容

支給職員１人
当たり平均支

給年額
配偶者 13,000 円 同じ － 円
配偶者以外の扶
養親族1人につき 6,500 円 103,091

1人(配偶者なし) 11,000 円

年度末)の子の加算 5,000 円

同じ － 円

52,091

交通機関利用者 異なる 円
　最高支給限度額 55,000円 118,755

交通用具(自動車等)使用者

　2km～24km以上

　　　　4,000～26,500円

同じ － 円

0

支給額 円

　部長級　　66,400円 631,600

　次長級　　49,900円

　課長級　　41,600円

　主査級　　33,200円

同じ － 円
38,250

管理職員特別
勤務手当

臨時又は緊急の必要その他
公務の運営の必要により週
休日又は休日に勤務した管
理職員に支給
　支給額（勤務1回につ
き）12,000円以内(実働時
間が6時間を超える場合
18,000円以内)

千円

77

管理職手当 千円

1,895

初任給調整手
当

医師、歯科医師等採用が困
難な職種に支給

千円

0

住居手当 借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場
　合：家賃－12,000円
②家賃23,000円を超える
　場合：11,000円＋1/2×
　(家賃－23,000円)
　支給限度額27,000円
持家居住者
①新築・購入から5年間：
　2,500円(12月より廃止）

千円

573

通勤手当 交通用具の区
分及び距離が
異なる。

千円

1,306

内容及び支給単価
支給実績
(24年度)

扶養手当 千円

1,134

特定期間(満16歳年度初めから満22歳

２４年度
支　　　給　　　実　　　績 1,306

職員１人当たり平均支給年額 119

２３年度
支　　　給　　　実　　　績 1,303

職員１人当たり平均支給年額 119

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

企業手当 水道局職員
水道の検査又は滞納処分その他
水道事務に従事した場合

月額2,000円

支給実績（平成２４年度） 0

支給職員１人当たり平均支給年額(平成２４年度) 0

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成２４年度) 0.0



１　職員の勤務時間その他の勤務条件
（1）　職員の勤務時間（標準）

１週間の正規
の勤務時間

１日の正規の
勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間 　

38時間45分 7時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 　

（2）　休暇の概要

種　類
年次有給休暇

公務傷病等休
暇

私傷病休暇

組合休暇

介護休暇

特別休暇

（3）　特別休暇の種類（主なもの）

骨髄提供のための休暇

職員が負傷し、又は疾病にかかった場合において任命権者が療養を必
要と認めたとき９０日以内の期間、その他市長が特に認める特定の疾
患は１８０日、結核性疾患１年間は有給休暇とする。

（参考）　雲南市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・雲南市職員の勤務時間、休暇等
　　　　に関する規則・雲南市職員の勤務時間に関する規程

慶弔休暇

５日以内

産後休暇

産前８週間以内

概　　　　　　　　　　　　　　要

特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他特別
の事由がある場合に限って与える。

職員が公務上又は通勤により負傷し、疾病にかかった場合において任
命権者が療養を必要と認めたときは、その療養中は有給休暇。

ボランティア休暇

（参考）　雲南市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・雲南市職員の勤務時間、休暇等に関する規則

産前休暇

２日以内

子の看護のための休暇

女性休暇

リフレッシュ休暇

１人につき５日以内、２人目以上は１０日以内

７月から９月までの間に３日以内

１日２回それぞれ６０分以内（満１歳まで）

夏季休暇

１年（暦年）につき２０日
年末に年次有給休暇の使用残日数があるときは、２０日を限度として
翌年に繰り越すことができる。

必要と認められる期間

２日以内

種　　　類

職員が任命権者の許可を得て登録された職員団体の業務又は活動に従
事する期間。（無給）

育児時間

付　与　日　数

本人の結婚：７日以内　　妻の出産：３日以内
忌引：配偶者１０日以内、父母７日以内（血族）等
父母、配偶者及び子の追悼行事：年各々１日

出産の日の翌日から８週間

職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生
活を営むのに支障がある者の介護をするため、６月の期間内で介護休
暇を受けることができる。休暇期間中の給与は減額。



２　職員の分限及び懲戒処分の状況
（1）　分限処分者数（平成24年度）

市長部局等

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

3 3

3 3

教育委員会

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

1 1

1 1

（2）　懲戒処分者数（平成24年度）

市長部局等

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

2 2

1 1

2 1 3

教育委員会

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

職に必要な適格性を欠く場
合
（地方公務員法第28条第1項第3号）

合　　計

その他

合　計

（地方公務員法第28条第2項第1号）

（地方公務員法第28条第1項第2号）

（地方公務員法第28条第2項第1号）

勤務成績が良くない場合
（地方公務員法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場
合
（地方公務員法第28条第1項第3号）

その他

降　任 免　職 休　職 降　給

合　　計

勤務成績が良くない場合
（地方公務員法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合
（地方公務員法第28条第1項第2号）

合　計

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

降　任 免　職 休　職 降　給

（地方公務員法第29条第1項第2号）

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

（地方公務員法第29条第1項第3号）

法令に違反した場合
（地方公務員法第29条第1項第1号）

職務上の義務に違反し、又
は職務を怠った場合

合　計

法令に違反した場合
（地方公務員法第29条第1項第1号）

合　　計

戒　告 減　給 停　職

合　　計

職務上の義務に違反し、又
は職務を怠った場合

（地方公務員法第29条第1項第2号）

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

（地方公務員法第29条第1項第3号）

免　職



３　職員の服務の状況
（1）　職員の年次有給休暇の取得状況

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

Ａ（日） Ｂ（日） Ｃ（人） Ｂ／Ｃ（日） Ｂ／Ａ（％）

雲南市 21,112 5,718 541 10.6 27.1

（2）　育児休業の取得状況

人 人

7

7

（3）　介護休暇の取得状況

全日型中心 時間型中心

男性職員 人 人 人

女性職員

男性職員

女性職員

1月以下
1月超え
2月以下

2月超え
3月以下

3月超え
4月以下

4月超え
5月以下

5月超え

男性職員 人 人 人 人 人 人

女性職員

男性職員

女性職員

教育委員会

介護休暇
取得者数

休暇の取得形式

男性職員

雲南市

（注）「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」及び「うち両休業取得者数」
の欄の上段は平成２４年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段は育
児休業（部分休業）の期間が平成２３年度から２４年度にかけて引き続いている者
の数

区　　　　分

女性職員

育児休業
取得者数

区　　分

（注）　対象期間　暦年（平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日まで）

部分休業
取得者数

人

うち両休業
取得者数

計

教育委員会

市長部局等

介護休暇承認期間

市長部局等

計



４　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（1）　研修の状況

研修回数 研修日数 受講者数

2 8 12

2 2 6

2 2 3

3 2 18

2 2 9

1 2 8

32 1～3 75

11 1 470

1 1 87

2 3 56

1 6ヶ月 13

19 1～2
延べ

1,518

新規採用職員地域研修
（聞き書き文集作成）

職員が地域に訪問・聞き取りし、文集に
まとめることにより職務に役立つ様々な
能力を習得する

市民の人権の尊重と人権問題の解決に向
け市職員の共通理解を図る
※雲南市・島根県人権啓発センター

対象：経験年数７～１０年の職員
※島根県自治研修所

対象：概ね３４歳の職員
※島根県自治研修所

対象：新たに課長になった職員
※島根県自治研修所

新任課長
補佐研修

対象：新たに課長補佐になった職員
※島根県自治研修所

選択研修
職員が自らの能力開発のため自主的に講
座を選択して受講する
※島根県自治研修所・市町村総合事務組合等

人権・同和研修

一般職員第Ⅱ課程

研修名等 備　　　　　　考

一般職員第Ⅰ課程
対象：経験年数３～４年の職員
※島根県自治研修所

対象：24年度採用職員
※島根県自治研修所新規採用職員

（注）　１　研修の状況は、平成24年4月1日～平成25年3月31日の数値。

　　　　２　「島根県自治研修所」とは、県職員と市町村職員の研修をする機関。市町村が島根
　　　　　　県へ業務を委託している。

接遇研修
職員の応接態度の向上を図る
※雲南市・島根県自治研修所

中堅職員

新任課長

人事評価・行政実務研修

職務上必要な行政実務を習得する

男女共同参画研修
男女共同参画の視点に立った施策をより
積極的に推進していくために職員の意識
の向上を図る



５　職員の福祉及び利益の保護の状況
（1）　安全衛生管理体制

選任状況

区　　分

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専任事
業場数
(箇所)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

専任者
数

(人)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

1 1 2 9 6

　 　 19 0

区　　分

専任す
べき事
業場数

(箇所)

うち専任事
業場数

(箇所)

専任者
数

(人)

実専任
者数

(箇所)

設置す
べき事
業場数

(箇所)

うち設
置事業
場数

(箇所)

設置す
べき事
業場数

(箇所)

うち設
置事業
場数

(箇所)

1 1 1 1 1 1

（2）　職員のための福利厚生活動事業費

　

※　人間ドック受診者を含む

教育委員会

安全衛生
推進者等

衛生管理者

市長部局

産　　業　　医
委　　員　　会

総括安全
衛生管理者

安全管理者

衛生委員会

教育委員会

安全委員会 左のう
ち、安
全衛生
委員会
として
設置し
ている
事業場
数
(箇所)

選任状況

市長部局

メンタルヘルス対策事
業

メンタルヘルスに関する意識向上を図るためメンタルヘ
ルス講演会を開催した。

20

決　算　額
（千円）

事業の概要・目的

安全衛生委員会の開催
　職員が職場で安全で健康に働けるようにするため、安
全衛生委員会を開催し職場環境・衛生管理について検討
し対策を協議した。

627

事　業　名

5,904

特殊健康診断事業
　特にVDT(ｳﾞｨｼﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾀｰﾐﾅﾙ）作業の多い職員及
び石綿健診を行った。

94

健康診断事業
　職員に対して、法定健康診断及び生活習慣病対策とし
ての各種健康診断を実施した。

合　　　計 9,196

対　象　者 受　診　者

定期健康診断
人 人

775 734

島根県市町村職員互助
会事業

　職員の相互救済及び福利の増進を図るため、医療費給
付、育児休業助成、災害見舞金、施設利用助成等を行っ
ている。
※島根県市町村職員共済組合ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにおいて詳細を公
表しています。

2,551

職員互助会
　雲南市役所においては職員の福利厚生を目的とした独
自の「互助会」「共済会」を設置していません。よって
公費の支出実績はありません。

0



１　競争試験

（1）　採用試験(市役所）

受　付
期　間

第1次
試 験

第2次
試 験

第3次
試 験

一般事務職
（大学卒業程度）

試験内容

第3次試
験

平成25年7
月16日～8
月16日

１．昭和63年4月2日
から平成8年4月1日ま
でに生まれた者
２．大学卒業（見込
み）者は受験できな
い

教養試験
事務適性検査
職場適応検査

平成25年
11月4日

平成25年
11月23日

一般事務職
（身体障がい者）

１．昭和59年4月2日
以降に生まれた者
２．保育士資格と幼
稚園教諭免許の両方
を有する者（平成26
年3月末日までに取得
見込みを含む）
３．学歴制限なし

Ⅰ　平成２５年度職員の競争試験及び選考の状況

試 験 区 分
第1次試験 第2次試験

受 験 資 格

１．昭和59年4月2日
から平成8年4月1日ま
でに生まれた者
２．身体障害者手帳
の交付を受けている
者
３．採用後において
は、自力（車椅子な
どを含む）により通
勤ができ、かつ、介
助者なしに職務の遂
行ができる者
４．活字印刷文によ
る出題に対応できる
者

試験日程

保健師

１．昭和59年4月2日
から平成4年4月1日ま
でに生まれた者
２．学歴制限なし

保育士・
幼稚園教諭

土木

一般事務職
（高校卒業程度）

１．昭和59年4月2日
以降に生まれた者
２．保健師の資格を
有する方（平成26年3
月末日までに取得見
込みを含む）
３．学歴制限なし

１．昭和59年4月2日
から平成6年4月1日ま
でに生まれた者
２．学歴制限なし

集団討論
実技試験

教養試験
事務適性検査
専門試験
職場適応検査

教養試験
事務適性検査
職場適応検査

個別面接

個別面接
健康検査

平成25年9
月22日

集団討論
作文試験

作文試験



（2）　平成２５年度試験実施結果

最終合格率 最終倍率
受験者(B) 受験率(B)/(A) 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者(C) (C)/(B) (B)/(C)

男 43 33 76.7% 10 8 6 6 3 9.1% 11.0 3
女 11 8 72.7% 0 0 0 0 0 0.0% 0.0 0
計 54 41 75.9% 10 8 6 6 3 7.3% 13.7 3
男 11 10 90.9% 5 5 3 3 1 10.0% 10.0 1
女 3 3 100.0% 0 0 0 0 0 0.0% 0.0 0
計 14 13 92.9% 5 5 3 3 1 7.7% 13.0 1
男 5 2 40.0% 2 2 2 2 1 50.0% 2.0 1
女 1 1 100.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1
計 6 3 50.0% 3 3 3 3 2 66.7% 1.5 2
男 1 1 100.0% 1 1 1 1 0 0.0% 0.0 0
女 3 3 100.0% 3 2 2 1 1 33.3% 3.0 1
計 4 4 100.0% 4 3 3 2 1 25.0% 4.0 1
男 2 2 100.0% 1 1 1 1 1 50.0% 2.0 1
女 24 22 91.7% 7 7 5 5 2 9.1% 11.0 2
計 26 24 92.3% 8 8 6 6 3 12.5% 8.0 3
男 0 0 ─ ─ 0 0 0 0 ─ ─ 0
女 1 1 100.0% 0 0 0 0 0 0.0% 0.0 0
計 1 1 100.0% 0 0 0 0 0 0.0% 0.0 0
男 62 48 77.4% 19 17 13 13 6 12.5% 8.0 6
女 43 38 88.4% 11 10 8 7 4 10.5% 9.5 4
計 105 86 81.9% 30 27 21 20 10 11.6% 8.6 10

合計 　

一般事務
（身体障がい者）

若干名

保健師 若干名

土木 若干名

保育士
幼稚園教諭

若干名

第１次試験

一般事務職
（大学卒業程度）

若干名

一般事務職
（高校卒業程度）

若干名

採用者数
第２次試験 第３次試験

試験区分 採用予定人員 性別
受験申込
者数(A)


